




まとめ 

本年度は広範囲にわたる周産期医療機関を対象とした母性・胎児医療の現状調査とその分

析を中心に研究を行い、別項で述べる結果を得た。それと並行して行った研究協力者の個

別研究の中から、以下の諸点が明らかになった。 

1.切迫早産例では、48 時間以上の胎児管理を行った母体搬送例では 48 時間未満の搬送例

に比較して児の転帰は良好であった。このことは、十分な胎児管理の行なえる状況下での

母体搬送を行うことが必要であることを示している。又、母体搬送の効果をみる時、その

効果は搬送時の疾患の特性に応じて効果判定の基準を設定する必要がある。 

2.地域の母性・胎児医療システムでは、第一線医療機関での分散管理を基本として、患者

にとって必要期間、高次医療機関での集中管理・治療を行う体制が望ましいが、一部の医

療機関では既に、この様な試みが行われていることが明らかになった。 


